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子会社における発電装置売買契約の解除通知受領に関するお知らせ 

 

 

 当社の子会社である株式会社ZEエナジー（以下、「ZEエナジー」といいます。）がエア・ウ

ォーター株式会社（以下、「エア・ウォーター」といいます。）と平成27年４月30日に締結し

た木質バイオマスガス化発電装置の売買契約に関し、本日、受注者であるZEエナジーは発注者

であるエア・ウォーターより同契約を解除する旨の通知（以下、「本解除通知」といいます。）

を受領しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 本解除通知に至った経緯及び概要 

 ZEエナジーは、上記エア・ウォーターと売買契約を締結後、『安曇野バイオマスエネル

ギーセンター』において木質バイオマスガス化発電装置を引き渡すため工事を実施してま

いりましたが、その過程で、当初は予期していなかった関連装置及び付帯設備等に関する

技術的な諸課題の発生と、同社からの当初仕様からの各種追加変更要請への対応があり、

こうした諸課題と要請事項の解決のために、追加改良工事を実施してまいりました。この

ような追加改良工事及びその後の調整運転等に時間を費やしたことにより、同社への完成

引き渡しが当初期日であった平成28年３月から大幅に遅延することとなり、平成28年12月

以降は、同社とより緊密に連携して、両社間において追加的に実施する改良工事に関する

内容を個別に協議しながら、残る技術的課題の解決に努めてまいりました。 

 その後、同社との間では、最終的に平成29年７月末および９月末まで段階的に、同発電

装置が定格出力で２週間連続運転を達成することを条件として、引き渡し期限の延長の合

意がなされることとなりました。なお、その際、万が一、引き渡しができずに同売買契約

が解除される場合は、それにより発生するZEエナジーの債務を当社が保証する旨の合意書

を平成29年５月15日に３社間で締結しました（本合意書の締結については、平成29年５月

15日付『子会社の発電装置引き渡しに係る債務保証に関するお知らせ』にて公表しており

ます）。 

 同合意書締結以降、ZEエナジーは追加改良工事を実施し、さらに、同社からの追加要請

事項への対応もあり、一連の整備を完了後に、定格出力による２週間連続運転に向けた発

電装置の稼働を開始しましたが、エンジンの一部パーツの不具合があり、発電装置全体を
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一時的に停止せざるをえず、７月末までとする初期段階の「２週間連続運転」の達成が困

難な状況に至りました。その後、ただちにZEエナジーからエア・ウォーター側には、発電

装置の連続運転停止に至った原因の説明及び復旧に向けた対応策（改善すべき内容）の目

途がついていることを説明し、７月末までの期限を延長していただくよう要請いたしまし

たが、受け入れていただくことができず、このたび本解除通知を受領するに至りました。 

 

２. 業績に与える影響及び今後の見通しについて 

 本解除通知の受領により、ZEエナジーはエア・ウォーターから、売買契約に基づく既受

領額の約11億4,600万円についての支払請求を受けておりますが、ZEエナジーが同請求金

額を直ちに支払うことは困難であるため、当社がZEエナジーに資金を融資した上で支払い

を行う予定です。 

 『安曇野バイオマスエネルギーセンター』にある発電装置は、エア・ウォーターから施

工過程で追加要望に応じて仕様変更した製品となります。この仕様変更部分を当初の仕様

に戻すことにより、平成29年７月18日に電力会社に売電を開始した株式会社ZEデザインが

運営する山形県最上町の『もがみまち里山発電所』におけるZEエナジー単独での設計仕様

（もがみまち型）と同じ構造とすることが可能であることから、今後、安曇野から撤去す

る予定の発電装置は、他の案件に移設することによって、配管を除く大部分の関連装置・

部品は、再利用することが可能となります。 

今後は、安曇野の現場から撤去・移設する費用として、追加的なコスト支出は発生する

こととなりますが、同関連装置・部品を、次期以降のZEデザイン案件等、ZEエナジー単独

での設計仕様による構造（もがみまち型）の発電装置製造に再利用することができ、こう

した装置・部品類は資産に計上することとし、本解除通知による損失としては、エア・ウ

ォーターへの返還金額から再利用する関連装置・部品の評価額等を差引いた金額を計上す

る予定です。 

なお、現時点で資産計上する金額の詳細を算定するまでにはいたっておらず、精査終了

後、速やかに当期の連結損益に与える影響金額を公表いたします。また、同影響金額によ

り当期連結業績予想の修正が必要となる場合には、速やかに公表いたします。 

以上 


